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単位： 千円

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） 本年度(E)－前年度(E)

（出典）令和3年度地方財政状況調査

【 決算の概要 】

歳入歳出差引
(A)－(B)

 翌年度に繰り
 越すべき財源

182,082 

実 質 収 支
(C)－(D)

歳 出 総 額

20,799,997 153,702 

－1－

令和３年度　普通会計決算

395,178 ▲ 83,993 

１．決算収支の状況

年 度 歳 入 総 額

19,919,052 

単年度収支

577,260 20,725,538 令和3

令和3年度は、木材加工流通施設整備事業や音声告知設備再構築事業などの大型事業を実施し
たが、特別定額給付金の減等により歳入・歳出とも減少となり、実質収支も5億77百万円の黒字
決算となった。これにより、積立基金残高は7億57百万円の増となった一方で、町債残高は、繰
上償還の実施等により2億29百万円の減となった。

また、経常収支比率は、普通交付税や地方消費税交付金などの歳入経常一般財源が大幅な増と
なったことにより、4.2ポイント改善（減少）し85.4％となった。しかしながら、減要因となっ
た歳入は依存財源であり、国の動向や景気等に左右され、また、歳出においては公債費や補助費
等は増加傾向にあるため、今後の財政運営について注視していく必要がある。

歳出では、職員数の減により人件費で21百万円・0.8％の減となった一方、住民税非課税世帯
等臨時特別給付金などの増により扶助費で4億90百万円・37.5％の大幅な増となったほか、公債
費では、任意による繰上償還の実施等により全体で2億3百万円・9.2％の増となるなど、義務的
経費全体でも6億72百万円・11.2％の増となった。

普通建設事業費では、小鳩保育所建設事業や吉見川浸水対策事業などが事業完了に伴い減少す
る一方、木材加工流通施設整備事業や音声告知設備再構築事業などの大型事業の実施により、普
通建設事業費全体で4億43百万円・12.1％の増となり、災害復旧事業費でも76百万円・21.6％の
増となったため、投資的経費全体でも5億19百万円・13.0％の増となった。

また、国補正予算に伴う国土調査事業や新型コロナウイルス感染症対策用備品購入費の増など
により物件費で2億22百万円・7.2％の増となり、繰出金でも、特別養護老人ホーム四万十荘特別
会計繰出金の増などにより、全体で42百万円・3.1％の増となった一方、補助費等で、特別定額
給付金や雇用労働継続支援助成金などのコロナ対策に係る補助金の減などにより、補助費等全体
で17億72百万円・48.4％の大幅な減となった。

令和3年度普通会計の決算では、新型コロナワクチン接種事業や、子育て世帯等への臨時特別
給付金などの新型コロナウイルス感染症対応事業をはじめ、本町の森林資源を活用した林業の成
長産業化を図るための木材加工流通施設整備事業や音声告知設備再構築事業などに取り組むとと
もに、移住定住や高齢者対策・子育て支援・人材育成といったソフト事業にも積極的に取り組ん
だ結果、歳出総額で199億19百万円となり、前年度より3億32百万円・1.6％の減少となった。

歳入の一般財源では、普通交付税において、新たに創設された臨時経済対策費や臨時財政対策
債償還基金費の増などにより3億49百万円の増額となり、臨時財政対策債を含めた実質的な普通
交付税でも4億20百万円の増加となった。また、地方消費税交付金や、新たに創設された新型コ
ロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金の増などにより一般財源全体でも、4億73
百万円・5.0％の増となった。

特定財源では、都道府県支出金において、木材加工流通施設整備事業で増となったこと等によ
り全体で7億7百万円・42.9％の大幅な増となり、繰入金においても、同事業に伴い森林環境整備
基金繰入金が増となったため、全体で1億67百万円・13.0％の増となった。一方、国庫支出金に
おいては、子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金や、新型コロナワクチン接種体制確保事業費
補助金が増となったものの、特別定額給付金給付事業費補助金で16億62百万円の大幅な減となっ
たことにより、全体で13億2百万円・33.3％の減となった。

また、寄附金においても、ふるさと支援寄附金の減に伴い全体で96百万円・6.5％の減となる
など、歳入全体でも前年度より74百万円・0.4％の減となった。

令和2 20,251,117 

806,486 229,226 

548,880 



単位： 千円・％

1 1,613,919 1,624,465 7.8 0.7 101,956 円 1,624,465 

2 276,188 276,848 1.3 0.2 17,376 円 276,848 

3 2,822 2,653 0.0 ▲ 6.0 167 円 2,653 

4 4,679 7,600 0.0 62.4 477 円 7,600 

5 5,765 10,076 0.1 74.8 632 円 10,076 

6 6,760 15,938 0.1 135.8 1,000 円 15,938 

7 372,153 399,361 1.9 7.3 25,065 円 399,361 

うち社会保障財源化分 200,153 222,703 1.1 11.3 13,977 円 222,703 

8 2,878 2,961 0.0 2.9 186 円 2,961 

9 8,329 8,003 0.0 ▲ 3.9 502 円 8,003 

10 9,627 24,419 0.1 153.7 1,533 円 24,419 

11 7,063,577 7,467,235 36.0 5.7 468,665 円 7,467,235 

普 通 交 付 税 6,403,491 6,752,167 32.6 5.4 423,785 円 6,752,167 

特 別 交 付 税 660,086 715,068 3.4 8.3 44,880 円 715,068 

12 1,627 1,533 0.0 ▲ 5.8 96 円 1,533 

13 51,131 34,378 0.2 ▲ 32.8 2,158 円 87,112 

14 220,563 237,066 1.2 7.5 14,879 円 236,261 

15 3,913,746 2,611,588 12.6 ▲ 33.3 163,911 円 2,611,588 

16 1,649,330 2,356,484 11.4 42.9 147,900 円 2,350,599 

17 68,663 116,458 0.6 69.6 7,309 円 116,458 

18 1,471,983 1,376,034 6.6 ▲ 6.5 86,364 円 1,376,034 

19 1,284,975 1,451,969 7.0 13.0 91,130 円 1,451,969 

20 372,672 350,880 1.7 ▲ 5.8 22,022 円 350,880 

21 271,210 242,089 1.2 ▲ 10.7 15,194 円 196,045 

22 2,127,400 2,107,500 10.2 ▲ 0.9 132,273 円 2,107,500 

う ち臨 時財 政対 策債 249,700 320,800 1.6 28.5 20,134 円 320,800 

20,799,997 20,725,538 100.0 ▲ 0.4 1,300,795 円 20,725,538 

（ 令和4年3月末現在「住民基本台帳」人口 15,933 人 ）

◇ 歳入の特徴

法 人 事 業 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

利 子 割 交 付 金

諸 収 入

株式等譲渡所得割交付金

区 分

寄 附 金

県 支 出 金

交通安全対策特別交付金

一般会計
決 算 額

（ 参 考 ）増 減 率
町民１人当
りの決算額

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

町 税

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 譲 与 税

繰 入 金

［一般財源］では、地方交付税において、普通交付税で新たに創設された臨時経済対策費や臨時財政対策債
償還基金費の増等により3億49百万円の増となった。また、各種交付金では地方消費税交付金などの増により
27百万円の増となり、地方特例交付金でも、新たに創設された新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填
特別交付金の増により15百万円の増となった。これにより、地方税から地方交付税までの一般財源全体につい
ても、4億73百万円・5.0％の増となった。

繰 越 金

令和2年度
決　算　額

令和3年度地方財政状況調査

国 庫 支 出 金

－2－

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

２．歳入の状況

決 算 額 構成比

ゴルフ場利用税交付金

配 当 割 交 付 金

［特定財源］では、都道府県支出金において、木材加工流通施設整備事業で増となったこと等により全体で7
億7百万円・42.9％の大幅な増となり、繰入金においても同事業に伴い森林環境整備基金繰入金が増となった
ため、全体で1億67百万円・13.0％の増となった一方、国庫支出金において、子育て世帯等臨時特別支援事業
費補助金や、新型コロナワクチン接種体制確保事業費補助金が増となったものの、前年度に事業が終了したこ
とにより特別定額給付金給付事業費補助金で16億62百万円の大幅な減となったため、全体で13億2百万円・
33.3％の大幅な減となった。
また、特定財源以外（一般財源扱い）では、国庫支出金のうち新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金で1億1百万円の減となり、寄附金においても、ふるさと支援寄附金の減により寄附金全体で96百万円・
6.5％の減となった。

［歳入全体］では、普通交付税の増等により経常一般財源等が増となり、自主財源についても、森林環境整
備基金繰入金の増等により増となった一方、国庫支出金の大幅な減により特定財源が減となり、歳入全体でも
前年度より74百万円・0.4％の減となる207億26百万円となった。

町 債

財 産 収 入

計



－3－

自主財源

26.3％

依存財源

73.7％

町 税

7.8％

寄附金

6.6％

繰入金

7.0％

その他

4.9％

地方譲与税

及び交付金等

3.5％

地方交付税

36.0％

国庫支出金

12.6％

県支出金

11.4％

町 債

10.2％

令和３年度
歳入決算額
207億26百万円

17,448,215 

16,836,081 

479,171 

20,799,997 
20,251,117 

395,178 

20,725,538 
19,919,052 

577,260 

0
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歳入総額 歳出総額 実質収支

決算収支の推移（普通会計）

令和元年度

令和２年度

令和３年度

千円



３．歳出の状況

（１）目的別歳出 単位： 千円・％

決 算 額 構成比 増減率 一般財源
町民１人当
りの決算額

1 議 会 費 114,393 111,509 0.6 ▲ 2.5 111,509 6,999 円 111,509 

2 総 務 費 6,327,287 4,529,967 22.7 ▲ 28.4 3,826,859 284,314 円 4,758,070 

3 民 生 費 3,593,239 3,804,802 19.1 5.9 2,219,431 238,800 円 3,800,061 

4 衛 生 費 1,202,099 1,365,609 6.9 13.6 1,074,989 85,709 円 1,322,772 

5 労 働 費 2,327 77 0.0 ▲ 96.7 77 5 円 77 

6 農林水産業費 1,610,742 2,389,858 12.0 48.4 595,950 149,994 円 2,308,674 

7 商 工 費 820,082 696,639 3.5 ▲ 15.1 446,647 43,723 円 702,825 

8 土 木 費 1,877,649 1,598,887 8.0 ▲ 14.8 327,724 100,351 円 1,574,725 

9 消 防 費 962,377 1,390,490 7.0 44.5 671,788 87,271 円 1,335,733 

10 教 育 費 1,190,558 1,202,312 6.0 1.0 1,027,571 75,460 円 1,175,704 

11 災 害 復 旧 費 351,423 427,365 2.1 21.6 32,077 26,823 円 427,365 

12 公 債 費 2,198,941 2,401,537 12.1 9.2 2,349,198 150,727 円 2,401,537 

13 諸 支 出 金 0 0 0.0 － 0 0 円 0 

20,251,117 19,919,052 100.0 ▲ 1.6 12,683,820 1,250,176 円 19,919,052 

（ 令和4年3月末現在「住民基本台帳」人口 15,933 人 ）

◇ 目的別歳出の特徴 ※100万円未満四捨五入　

【 総 務 費 】

【 民 生 費 】

【 衛 生 費 】

【 労 働 費 】

【 農林水産業費 】

【 商 工 費 】

【 土 木 費 】

【 消 防 費 】

【 教 育 費 】

【 災害復旧費 】

【 公 債 費 】 元金19億43百万円（＋42百万円）、利子65百万円（▲17百万円）、繰上償還3億94百万円　など

－4－

音声告知設備再構築4億82百万円、高幡消防組合負担金4億6百万円、耐震化促進（木造住宅及び
老朽住宅除去補助等）97百万円、新型コロナウイルス対策避難所備品購入60百万円、基金積立55
百万円、消防施設整備（消防自動車購入、耐震性貯水槽整備等）43百万円、津波避難対策推進
（興津高台用地整備・津波避難路等整備等）25百万円　など

公共土木施設3億68百万円（＋1億74百万円）、農林施設57百万円（▲1億1百万円）

公立・私立保育所及び認定こども園7億13百万円、介護・訓練等給付費5億39百万円、後期高齢者
医療（特別会計繰出金等）4億41百万円、介護特別会計繰出金4億32百万円、住民税非課税世帯等
臨時特別支援2億74百万円、国保特別会計繰出金2億24百万円、子育て世帯臨時特別支援1億95百
万円、児童手当1億74百万円、あったかふれあいセンター58百万円　など

学校給食2億21百万円、学校管理費1億64百万円、ＩＣＴ教育推進1億1百万円、学校施設整備85百
万円、Ｂ＆Ｇ海洋センター管理運営51百万円、通学対策（スクールバス運行委託・通学バス定期
代等）45百万円、放課後子どもプラン推進32百万円、基金積立31百万円　など

木材加工流通施設整備10億22百万円、日本型直接支払制度（中山間・多面的・環境保全）3億41
百万、興津排水機場長寿命化1億49百万円、基金積立1億28百万円、四万十川流域森林環境整備事
業補助78百万円、町有林管理59百万円、鳥獣被害対策44百万円、こうち農業確立総合支援30百万
円、総合交流拠点施設改29百万円、燃料タンク対策補助26百万円　など

観光施設管理運営1億8百万円、コワーキングスペース整備1億5百万円、経営力回復支援事業費補
助80百万円、雇用労働継続支援助成64百万円、海洋堂ホビー館四万十改修56百万円、商工業振興
46百万円、観光振興45百万円、地産外商推進13百万円、商工業者感染症対策物品購入補助11百万
円、起業者支援助成10百万円　など

振動病二次健診受診費用市町村負担金　など

町道新設改良（社総金・防安金）10億34百万円、道路維持補修1億10百万円、公営住宅建設65百
万円、高速道路周辺整備58百万円、住宅管理38百万円、吉見川浸水対策33百万円、がけ崩れ住家
防災対策26百万円、町産材活用利用促進助成19百万円、県道改良事業負担金13百万円　など

廃棄物処理施設管理運営3億91百万円（運転管理業務委託3億66百万円等）、水道事業会計繰出金
2億75百万円、診療所特別会計繰出金1億45百万円、新型コロナワクチン接種1億31百万円、塵芥
処理75百万円、新食肉センター施設整備負担金44百万円、各種予防接種37百万円　など

区 分
令和2年度
決　算　額

一般会計
決 算 額

（ 参 考 ）

令和3年度地方財政状況調査

基金積立17億96百万円（うち、ふるさと支援基金13億85百万円）、ふるさと支援推進7億24百万
円、国土調査1億91百万円、移住定住促進1億61百万円、公共交通対策（路線バス運行費補助な
ど）1億43百万円、人材育成推進76百万円、地域おこし協力隊68百万円、文化的施設整備39百万
円、四万十川再生調査対策36百万円、衆議院議員総選挙23百万円　など

計



（２）性質別歳出
単位： 千円・％

決 算 額 構成比 増減率
経常一般
財源 (A)

経常収支
比率(A/B)

5,979,699 6,651,805 33.4 11.2 4,645,575 49.1 

2,473,989 2,453,033 12.3 ▲ 0.8 2,195,193 23.2 

1,329,777 1,346,149 6.8 1.2 1,187,832 12.6 

1,306,769 1,797,235 9.0 37.5 495,009 5.2 

2,198,941 2,401,537 12.1 9.2 1,955,373 20.7 

4,003,776 4,522,476 22.7 13.0 

3,652,353 4,095,111 20.6 12.1 

(1) 補 助 事 業 費 2,065,720 2,530,799 12.8 22.5 

(2) 単 独 事 業 費 1,521,904 1,516,166 7.6 ▲ 0.4 

(3) 国直轄事業負担金 0 0 0.0 － 

(4) 県 営 事 業 負 担 金 64,729 48,146 0.2 ▲ 25.6 

351,423 427,365 2.1 21.6 

(1) 補 助 事 業 費 319,659 357,674 1.8 11.9 

(2) 単 独 事 業 費 31,764 69,691 0.3 119.4 

10,267,642 8,744,771 43.9 ▲ 14.8 3,438,222 36.3 

3,104,080 3,326,223 16.7 7.2 1,459,194 15.4 

3,660,408 1,888,351 9.5 ▲ 48.4 946,188 10.0 

(1) 一 部 事 務 組 合 445,536 419,029 2.1 ▲ 5.9 394,130 4.2 

(2) そ の 他 3,214,872 1,469,322 7.4 ▲ 54.3 552,058 5.8 

73,732 83,806 0.4 13.7 56,105 0.6 

2,003,183 2,009,466 10.1 0.3 

103,222 72,297 0.4 ▲ 30.0 71,035 0.7 

1,323,017 1,364,628 6.8 3.1 905,700 9.6 

20,251,117 19,919,052 100.0 ▲ 1.6 8,083,797 85.4 

9,460,533 千円 (B)

◇ 性質別歳出の特徴

★歳入における経常一般財源(臨時財政対策債を含む。)

［ 義 務 的 経 費 ］

そ の 他 の 経 費

物 件 費

災 害 復 旧 事 業 費

繰 出 金

区 分

－5－

［ その他の経費 ］

人件費では、衆議院選挙及び新型コロナワクチン集団接種の実施に係る時間外勤務手当が増加したものの、職
員数の減に伴う常勤・再任用職員給の減等により人件費全体で21百万円・0.8％の減となった。一方、扶助費で
は、住民税非課税世帯等臨時特別給付金等の給付事業により4億71百万円の増となるなど、扶助費全体で4億90百
万円・37.5％の大幅な増となった。公債費では、平成23年度借入の役場本庁舎建設に係る起債の繰上償還の実施
等により公債費全体で2億3百万円・9.2％の増となり、義務的経費全体でも6億72百万円・11.2％の増となった。

普通建設事業費では、小鳩保育所の建設や吉見川浸水対策事業、家地川地域活性化拠点施設整備などが事業完
了に伴い減少する一方、木材加工流通施設整備への補助や音声告知設備再構築事業、コワーキングスペース整備
などの大型事業の実施により、普通建設事業費全体で4億43百万円・12.1％の増となった。また、災害復旧事業費
でも76百万円・21.6％の増となったため、投資的経費全体でも5億19百万円・13.0％の増となった。

物件費では、ふるさと支援推進事業において、寄附金及び寄附件数の減に伴い返礼品発送費などの関連経費が
減となった一方、令和2年度国補正予算に伴う国土調査事業の実施に加え、新型コロナウイルス感染症対策用備品
購入の増などにより、物件費全体で2億22百万円・7.2％の増となった。補助費等においては、特別定額給付金や
雇用労働継続支援助成金などのコロナ対策に係る補助金で減となるなど補助費等全体で17億72百万円・48.4％の
大幅な減となった。また、積立金では減債基金への積立金で95百万円の増などにより、積立金全体で6百万円・
0.3％の増となったほか、繰出金では、特別養護老人ホーム四万十荘会計への繰出金が56百万円の増となるなど、
繰出金全体で42百万円・3.1％の増となり、その他の経費全体では15億23百万円・14.8％の減となった。

［ 投 資 的 経 費 ］

公 債 費

計

維 持 補 修 費

積 立 金

令和3年度地方財政状況調査

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

令和2年度
決　算　額

補 助 費 等

投資及び出資金・貸付金

う ち 職 員 給

人 件 費

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費



－6－

義務的

経 費

33.4％

投資的

経 費

22.7％

その他の

経 費

43.9％

人件費

12.3％

扶助費

9.0％

公債費

12.1％

普通建設事業費

20.6％
災害復旧事業費

2.1％

物件費

16.7％

補助費等

9.5％

積立金

10.1％

繰出金

6.8％

その他

0.8％

令 和 ３ 年 度

性 質 別
歳 出 決 算 額
1 9 9億 1 9百万円

議会費

0.6％

総務費

22.7％

民生費

19.1％

衛生費

6.9％

労働費

0.0％

農林水産業費

12.0％

商工費

3.5％

土木費

8.0％

消防費

7.0％

教育費

6.0％

災害復旧費

2.1％

公債費

12.1％

諸支出金

0.0％

令 和 ３ 年 度

目 的 別
歳 出 決 算 額
1 9 9億 1 9百万円



４．主要な財政指標
単位： 千円・％

(１)
6.2 4.4 5.6 4.4 2.6

(２)
85.4 89.6 92.9 91.8 92.1

(３)
136.8 133.8 128.5 123.0 117.1

(４)
196.8 207.2 216.0 215.3 216.0

① 　－
(▲ 6.19)

　－
(▲ 4.40)

　－
(▲ 5.57)

　－
(▲ 4.38)

　－
(▲ 2.56)

② 　－
(▲11.85)

　－
(▲10.23)

　－
(▲10.73)

　－
(▲10.05)

　－
(▲7.42)

③ 
6.1 6.0 7.2 7.9 8.6

④ 　－
(▲81.9 )

　－
(▲84.6 )

　－
(▲57.2 )

　－
(▲49.1 )

　－
(▲45.8 )

⑤ 
－ － － － －

Ⅰ 
9,322,908 8,967,043 8,594,942 8,642,760 8,710,271 

Ⅱ 
0.22 0.23 0.22 0.22 0.22 

< 用語説明 >

(1) 実質収支比率

標準財政規模に対する実質収支額の割合。一般的には、3～5％程度が望ましいとされている。

(2) 経常収支比率

人件費や扶助費、物件費、公債費といった「経常的経費」に対して、町税や普通交付税などを中心とする「経常的収

入（一般財源）」がどの程度充当されているかを示す割合。地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する比率として

使用され、この数値が高いほど経常的に歳入される一般財源に余裕がないことを示している。

(3) 積立金現在高比率

各種基金に積み立てている積立基金残高の標準財政規模に対する割合

(4) 地方債現在高比率

起債により借入れしている地方債残高の標準財政規模に対する割合

① 実質赤字比率

一般会計等（本町の場合、一般会計のみ）の実質収支額の合計が赤字となった場合における標準財政規模に対する

赤字額の割合

② 連結実質赤字比率

一般会計等と特別会計の実質収支額及び公営企業会計の資金剰余（不足）額の合計（＝連結）が赤字となった場合

における標準財政規模に対する赤字額の割合

③ 実質公債費比率

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する割合（３か年平均）。公営企業の

公債費に対する一般会計等からの繰出金や、一部事務組合の公債費に対する負担金、債務負担行為に基づく支出

のうち公債費に準ずるものなども含まれる。

④ 将来負担比率

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合

⑤ 資金不足比率

公営企業会計ごとの資金不足額が、事業の規模に対してどの程度あるかを示す割合

Ⅰ 標準財政規模

地方公共団体の通常的な状態で通常収入されると見込まれる経常的な一般財源の規模を示している。

Ⅱ 財政力指数(３か年平均)

地方公共団体の財政力を示す指数。この指数が大きいほど財政的に余裕があるとされ「１」を超えると地方交付税

は交付されないことになる。

各 種 指 標 平成30年度

資 金 不 足 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

平成29年度

実 質 赤 字 比 率

－7－

令和２年度

普

通

会

計

決

算

の

状

況

経 常 収 支 比 率

地 方 債 現 在 高 比 率

令和３年度
公
　
表

資
料
名

健

全

化

判

断

比

率

資

金

不

足

比

率

令和元年度

財政力指数(3か年平均)

積 立 金 現 在 高 比 率

実 質 収 支 比 率

将 来 負 担 比 率

標 準 財 政 規 模

実 質 公 債 費 比 率

普
　
通

交
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 決算収支イメージ図（普通会計）
注）実際のグラフ(決算額の割合)とは異なります

※前年度からの繰越分を含む。

※前年度からの繰越分を含む。

< 令和3年度 決算額 >

歳出総額 (B)

歳入総額 (A)

< 用語説明 >

☞ 普通会計
　地方公共団体によって各会計の範囲等が異なっており財政比較等が困難なため、地方財政統計上統一的に用
いられる会計区分で、四万十町では「一般会計」が対象。

☞ 形式収支 (C) ＝歳入決算総額(A)－歳出決算総額(B)

☞ 翌年度に繰り越すべき財源 (D)

 　継続費の逓
てい

次
じ

繰越（執行残額）や、繰越明許費繰越等に伴い翌年度に繰り越すべき財源。

☞ 実質収支 (E) ＝形式収支(C)－翌年度に繰り越すべき財源(D)
　※ただし、実質収支には過去からの収支の赤字又は黒字要素が含まれている。（歳入の中には前年度の実質
収支が繰越金として含まれているため）

☞ 単年度収支
　本年度の実質収支(E)から前年度の実質収支を差し引いた額。※実質収支(E)は前年度以前からの収支の累積
であるため、その影響を控除したもの。
　なお、当該年度だけの実質的な収支を把握するための指標として、単年度収支から、実質的な黒字要素（財
政調整積立金・地方債繰上償還など）や赤字要素（財政調整基金の取崩しなど）を加減したものを「実質単年
度収支」という。

 歳入における「自主財源」及び「依存財源」の内訳（普通会計） 単位： 千円

町　　　税

そ　の　他

10,076

19,919,052

自主財源

1,624,465

千円20,725,538

翌年度に繰り越
すべき財源 (D)

実質収支(E)

千円

229,226

県 支 出 金

2,107,500

7,467,235

配 当 割 交 付 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

千円 577,260 千円

形　式　収　支　(C)＝(A)－(B)

3,808,874

繰 入 金

千円

実　質　収　支
(E)＝(C)－(D)

繰越財源(D)

34,378

237,066

806,486形式収支 (C)

1,624,465

諸 収 入

繰 越 金

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 交 付 税

399,361

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地方譲与税
及び交付金

749,392

地 方 譲 与 税

法 人 事 業 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

－11－

24,419

20,725,538

国 庫 支 出 金

2,356,484

国庫支出金 2,611,588

地方交付税73.7 ％ 

2,107,500

計

依存財源

15,292,199

【構 成 比】

15,938

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

県 支 出 金

町 債町　　　債

2,961

1,533

242,089

使 用 料 及 び 手 数 料

350,880

116,458

1,376,034

町 税

寄 附 金

財 産 収 入

7,600

276,848

2,653

1,451,969

7,467,235

2,356,484

8,003

2,611,588

歳入決算総額 (A)

歳出決算総額 (B)

【参考資料】②

【参考資料】①

▲ 152,682 

▲ 1.0 ％ 

【前年度比】

【前年度比】

＋ 78,223 

＋ 1.5 ％ 

26.3 ％ 

5,433,339

【構 成 比】



【参考資料】③　全会計決算額（実質収支）総括表

単位： 千円

歳　　入 歳　　出
歳入歳出
差　　引

翌年度に
繰り越す
べき財源

実質収支

20,725,538 19,919,052 806,486 229,226 577,260 

2,332,649 2,317,678 14,971 0 14,971 

368,368 368,368 0 0 0 

91,966 91,966 0 0 0 

8,690 8,690 0 0 0 

329,080 325,269 3,811 0 3,811 

2,772,234 2,612,821 159,413 0 159,413 

344,143 344,070 73 0 73 

279,313 279,313 0 0 0 

27,073 27,073 0 0 0 

56,039 56,039 0 0 0 

収益 (消費税抜き ) 581,749 517,689 64,060 

資本 (消費税込み ) 150,610 455,832 ▲ 305,222 

一 般 会 計 19,919,052 

農 業 集 落 排 水 事 業

下 水 道 事 業

－12－

会 計 名

普 通 会 計

過年度分損益勘定留保資金
296,313千円及び当年度分消
費税及び地方消費税資本的
収支調整額8,909千円で補填

水 道 事 業公

営

企

業

会

計

特

別

会

計

当年度純利益 64,060千円

国 民 健 康 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険
大 正 診 療 所

特 別 養 護 老 人
ホ ー ム 窪 川 荘

特 別 養 護 老 人
ホ ー ム 四 万 十 荘

20,725,538 806,486 229,226 577,260 

大 道 へ き 地 診 療 所

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

介 護 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険
十 和 診 療 所


